
令和6年能登半島地震等からの復興連携カルテット会議
～能登経済復興広域連携協議会の取組み等について～
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9自治体の各経営支援現場の状況や課題に共通するポイントはないか？現状を踏まえた企画設計を行わねばズレた事業推進となるのではないか？
→協議会参画組織21組織と関係機関にご挨拶回りとヒアリングを実施

能登経済復興広域連携協議会（愛称：NOREA）の設立について

金融機関＋大学も参画
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復興作業・原発再稼働関連の
「特需型創業」

兼業副業や低コストでの
「小規模型創業」

復興ボラや地域おこし協力隊の
「定着型創業」

・事例：中能登町、羽咋市 等

・自宅一室をリノベーションし施術
を行う女性向け美容・エステ関連
での創業

・低投資での開業で継続性を心配
する一方で、SNSを駆使した集客
力で決算が良好なケースが多い。

・親族物件を活用する等の遠方か
らの相談案件への対応発生も。

・事例：輪島市、志賀町、穴水町

・復興や原発の再稼働に合わせた
作業員流入（今後の見込み含
め）による宿泊・飲食・建設業の
創業・多角化・出店相談。

・穴水町では震災前の2倍以上の
売上を記録する飲食店も。

・特需終了後の地域経済の空洞化
の懸念も。

・事例：能登町、宝達志水町、七尾市 等

・能登町では協力隊の卒業後の定
着を手厚く支援。第3者事業承継
（第2創業）文脈でもリレイと協業
し取組み中。

・宝達志水町では創業者の7割近く
が域外からの移住者が占める。

・七尾市は協力隊募集枠を20名に
に拡大。域外人材定住に向けた
創業支援ニーズ発生の見通し。

➤9自治体それぞれの地域で創業トレンドは少しずつ異なる。各地域の特徴や背景、施策展開などで表面化している事象が一致している市町もある。
➤商工団体が複数ある自治体でも地域で相談内容は異なる。また同自治体内であっても商工団体同士での連携や情報交換は頻繁にはない場合もある。

震災後の能登で見られる「３つの新しい創業トレンド」について



なりわい再建支援と新たな創業支援の「二重負荷」について
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➤今の支援現場に「なりわい再建支援以外の新規プロジェクトにも積極的に協力して欲しい」とお願いすることは、新たに大きな業務負荷がかかってしまう。
➤協議会が提案する新規プロジェクトは、支援現場の業務が「軽減または業務効率が上がる」且つ「支援力強化される」取組みであるべき。

各商工団体ともに職員数は減少傾向であり、商工会議所は専門家を臨時配置して対応。
商工会も専門家派遣制度で対応。現場は各種補助金案件の支援を大量に抱えており過負荷状態。

・中能登町：月1～2件の新規相談。
・志賀町：特需に合わせた域外からの相談が増加傾向。
・七尾市：震災後も15件の新規相談。創業塾は30名超参加。
・穴水町：創業塾の集客見込めず今後を検討中。
・能登町：支援機関の強みを活かした連携支援体制で移住創業も。
・金大、興能信金：2市2町横断の特定創業支援等事業に貢献。

震災前取引先約2,700事業者のうち、
・営業再開は約2,200（82%）→本格再開（72%）部分再開（10％）設備修繕等が必要 
・廃業は約400（15%） 【興能信用金庫様ヒアより】



越境できない特定創業支援のハードル：自治体別ルールが引き起こす機会損失リスクについて
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【開業地変更に伴う損失】

起業を決意
（A市に居住）

【インプット支援】
A市の創業塾を受講

（A市の特定創業要件クリア）

【アウトプット支援】
創業計画の伴走支援

（B市へ開業予定地を変更）

B市の定める特定創業要件を
満たしていない

（B市のインプット支援が必要）

機会損失リスク
発生の懸念

【インプット支援】
A市は8回講座の創業塾を開催

【インプット支援】
B市は個別のアウトプット支援を実施

創業塾の座学でしっかり勉強したかった
支援ニーズに応えられない

個者指導でなるべく早く開業したかった
支援ニーズに応えられない

居住地がB市の支援機関の方が近い
（B市なら支援受けれたのに）

【支援ニーズの多様化に伴う損失】

起業を決意
（A市に居住）

機会損失リスク
発生の懸念

機会損失リスク
発生の懸念

機会損失リスク
発生の懸念

起業を決意
（A市に居住）

勤務地がB市の支援機関の方が近い
（B市なら帰り道に受講できたのに）

機会損失リスク
発生の懸念

【インプット支援】
B市は個別のアウトプット支援を実施

起業を決意
（A市に居住）

【インプット支援】
B市は8回講座の創業塾を開催

起業を決意
（A市に居住）

➤能登9自治体フィールドにおいて、創業支援希望者の居住地、開業地、受講地が一致しない「ちぐはぐ状況パターン」を救済することはできないだろうか？
➤特定創業認定の支援要件においては、奥能登２市２町での「里山里海創業塾」や金沢市の「IIBでの支援」事例で実現できそう。
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